
   小牧市公共工事に要する経費の中間前金払取扱要領  

                   平成２５年３月２８日 

                   ２ ４ 小 契 第 ３ ６ ８ 号 

（趣旨）  

第１条  この要領は、小牧市予算決算会計規則（昭和３９年小牧市規則第  

２０号。以下「規則」という。）第７４条第３項に規定する前金払（以下

「中間前金払」という。）について、必要な事項を定めるものとする。  

（中間前金払の条件）  

第２条  規則第７４条第３項の市長が別に定める条件は、次の各号のいず

れにも該当することとする。この場合において、工期及び契約金額に変

更があった場合における第２号及び第３号の工期並びに第４号の契約金

額については、第５条に規定する中間前金払の認定の請求時点の工期及

び契約金額によることとする。  

(1) 前払金を受けていること。  

(2) 工期の２分の１が経過していること。  

(3) 第５条第１項に規定する実施工程表により工期の２分の１を経過す

るまでに実施すべきものとされている当該工事に係る作業が行われて

いること。  

(4) 既に行われた当該工事に係る作業に要する経費が契約金額の２分の

１以上の額に相当すること。  

(5) 当該年度において部分払の請求をしていないこと。  

２  前項の規定は、継続費に係る２年以上にわたる契約及び債務負担行為

に基づく２年以上にわたる契約の中間前金払について準用する。この場

合において、同項各号列記以外の部分中「工期」とあるのは「当該会計

年度の工事実施期間」と、「契約金額」とあるのは「当該会計年度の年割

額」と、同項第１号中「前払金」とあるのは「当該会計年度の前払金」

と、同項第２号及び第３号中「工期」とあるのは「当該会計年度の工事

実施期間」と、同項第４号中「既に行われた当該工事」とあるのは「既

に行われた当該会計年度の当該工事」と、「契約金額」とあるのは「当該

会計年度の年割額」と読み替えるものとする。  

（２年以上にわたる契約）  

第３条  継続費に係る２年以上にわたる契約における中間前金払は、当該

契約に基づく各年度の年割額に対してする。  



２  繰越明許費に係る翌年度にわたる契約における中間前金払は、契約締

結の当初における契約金額の総額に対してする。  

３  債務負担行為に基づく２年以上にわたる契約における中間前金払は、

当該契約に基づく各年度ごとの債務負担行為の年割額に対してする。  

４   第１項及び前項の規定にかかわらず、市長が必要と認めるときは、契

約金額の総額に対し中間前金払をすることができる。  

（中間前金払の対象等の明示）  

第４条   中間前金払の対象となる工事及び当該工事に要する経費に対する

中間前金払の範囲については、入札条件としてあらかじめ入札参加者に

対し明示するものとする。  

（中間前金払の認定）  

第５条  請負者は、中間前金払を申請する際は、中間前金払認定請求書（様

式第１）に実施工程表及び工事写真（以下「認定資料等」という。）を添

付して市長に請求するものとする。  

２  市長は、請負者から中間前金払認定請求書及び認定資料等の提出があ

ったときは、規則第７４条第２項及び第２条各号に規定する条件を満た

しているか確認するものとする。  

３  市長は、前項の確認の結果、条件を満たしていると認められるときは、

原則として中間前金払認定請求書を受理した日から起算して７日（小牧

市の休日を定める条例（平成２年小牧市条例第２３号）第１条第１項に

定める市の休日を除く。）以内に、中間前金払認定書（様式第２）を請負

者に交付するものとする。この場合において、提出書類に不備等があっ

た場合は、請負者に対し、当該書類の補正を求め、これに要した日数は

含めないものとする。  

（中間前払金の支払）  

第６条  前条の認定を受けた請負者が中間前金払による前払金（以下「中

間前払金」という。）の支払を受けようとするときは、保証事業会社の保

証証書を寄託しなければならない。  

２  中間前払金は、請求書を受理した日から４０日以内に前項の保証証書

に記載された預託金融機関に対し支払うものとする。  

３  中間前払金に１０万円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てるものとする。  

４  第１項の規定による保証証書を寄託する場合にあっては、電子情報処



理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって、

当該保証契約の相手方が定め、市長が認めた措置を講ずることができる。

この場合において、請負者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。  

附  則  

この要領は、平成２５年４月１日から施行し、同日以後に締結される契

約について適用する。  

   附  則  

 この要領は、平成２８年４月１日から施行し、同日以後に執行する改正

後の小牧市公共工事に要する経費の中間前金払取扱要領第２条に規定する

対象工事の入札から適用する。  

 附  則  

１  この要領は、平成３０年４月１日から施行する。  

２  改正後の小牧市公共工事に要する経費の中間前金払取扱要領は、平成

３０年４月１日以後に契約を締結する公共工事から適用し、同日前に契

約を締結する公共工事については、なお従前の例による。  

附  則  

この要領は、令和元年７月１日から施行する。  

 附  則  

１  この要領は、令和３年１月１日から施行する。  

２  この要領の施行の際現に改正前の小牧市公共工事に要する経費の中間

前金払取扱要領の規定に基づいて作成されている用紙は、改正後の小牧

市公共工事に要する経費の中間前金払取扱要領の規定にかかわらず、当

分の間、使用することができる。  

附  則  

１  この要領は、令和７年４月１日から施行する。  



中  間  前  金  払  認  定  請  求  書  

 

年   月   日   

 

（宛先）小牧市長  

 

住  所  

請負者  

氏  名             

（法人の場合は、名称及び代表者氏名） 

 

次の工事について、中間前払金の請求をします。  

工 事 名   

路 線 等 の 名 称   

工 事 場 所   

契 約 締 結 年 月 日  年     月     日  

契 約 金 額   金                   円  

工 期  
着   手        年    月    日  

しゅん工        年    月    日  

進 捗 状 況  

(  年   月   日現在 ) 

契約金額 (工期が複数年の場合は出来高予定額 )の  

      パーセント  

全工程 (工期が複数年の場合は当該年度分 )の  

   パーセント  

添付図書  

１  実施工程表  

２  工事写真  

記載責任者・連絡先  

１  責  任  者  

２  部・課名  

３  電話番号  

備考  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

様式第１（第５条関係）  



中  間  前  金  払  認  定  書  

 

年   月   日   

 

（請負者）        様  

 

小牧市長          印  

 

下記の工事については、中間前金払をすることを認定します。  

 

工 事 名   

路 線 等 の 名 称   

工 事 場 所   

契 約 締 結 年 月 日  年      月      日  

契 約 金 額  金                   円  

工 期  
着   手         年     月     日  

しゅん工         年     月     日  

摘      要  

 

 

備考  用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。  

様式第２（第５条関係） 


